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に対して，外国からの対ドイツ直接投資は停滞傾向にあるのである。第 1 図のように， ドイツ
をめぐる直接投資フロー額は，流出額では85年の151億マルクから 90年には387億マルク，さら
に97年には575億マルクへと，若干の変動はあるものの不断の拡大を遂げているのに対して，流











( 2 ) ドイツの産業立地条件の悪化については，足尾正敬著『現代のドイツ経済.1 (東洋経済新報社，
54-64ページ)がジャーナリスト的立場から紹介している。
(3) Jungnickel Rolf , Foreign Direct Investment , Trade and Employment: The Experience of 
Germany , in Foreign Direct Investment, Trade and Em.ρloyment， OECD 1995 , p.94. 
( 4 )“A Survey of Germany" , in The Economist, Feb. 6th 1999 , p. 6. 
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(6) Ibid_ , pp.6-7. 
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第 2 図 労働コストの国際比較
(時間当り労働コスト， 1997年)
(マルク)






















認可を拒否されたドイツ 3 大化学企業のひとつ BASF は，その実験施設をベルギーへ移してい
る。規制を逃れて外国へ進出することができない中小企業などは，これらの規制に対応するた
めの事務職員を雇わねばならず，こうしたことも国内企業のコスト負担増につながっている。
( 7 ) lnstitut der deutschen Wirtschaft ,“lndustrielle Arbeitskosten im internationa1en Verg1eich 
1980/98" , in 1W -Trends 02/1999. 



















額の年平均値をみることで確認できる。 1990年から96年の期間の年平均対外投資流出額は2 ， 234
億マルクで， 1983年から 89年の期間平均の 1 ， 007 億マルクに比べて 2 倍以上増加している。こ
れに対して外国からのドイツへの直接投資流入額も同じ期間の平均をとると， 1983-89年間の
227 億マルクから 1990-96年間の 471 億マルクへと同じく 2 倍に増加しているが，流入額は流出
額の 2 割にすぎない。こうした投資フローの結果，第 1 表のようにドイツの対外直接投資残高
は1990年末の 2 ， 264 億マルクから 97年末には 5 ， 439 億マルクへ大幅な増加になった。他方，外









てみると， 1990-96年間の年平均国内粗投資額に対する対外直接投資フロー額の比率は 4.6% に
( 9 ) Ibi瓦， p.8. 
(10) Tuselmann , Heinz-Josef , 0，ρ. cit. , SS. 292-293. 
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第 l 表 ドイツをめぐる直接投資の主要指標
対外直接投資 対独直接投資
1980 1990 1997 1980 1990 1997 
投資残高(100万マルク) 84.485 226.462 543. 903 93.928 16. 179 274.353 
売上高(10億マルク) 325. 3 746.0 1403.6 512. 1 806. 2 1061. 4 
雇用者数(1000人) 1. 743 2. 337 3. 252 1. 636 1. 789 1. 664 
子会社数 12. 256 19.631 26.593 8. 515 11. 475 11. 812 
注) 1980年の対独直接投資残高は一部重複を含む。
出所) Deutsche Bundesbank, Kapitalverflechtung mit dem Ausland. 1999 ; 50 Lahre Deutsche Mark : Monet舐e Statistiken 
1948-97 auf CD-ROM. 1998. 
第 2表主要国直接投資の比較
対 OECD 直接投資 直接投資の対粗 直接投資の対 直接投資の対
フローのシェア(%) 投資比率(%) 輸出比率(%) GDP比率(%)
ドイツ 11. 3 5.4 4. 5 1.2 
フランス 8.4 6. 6 5. 5 1.3 
イギリス 12. 5 14.7 9. 7 2.4 
日 本 12.6 3. 7 11. 0 1. 1 
アメリカ 27.2 5.5 8.5 O. 9 
注)数値は1990-1995年間の平均値
出所) WSl Mitteilungen. 5/1998. S. 293. 
すぎず，また対国内総生産 (GDP) 比では1. 2% になる。この比率を他の主要国のそれと比較






よい。このことは， OECD の直接投資の 4 分の 3 ，世界の直接投資の 3 分の 2 を占める主要投




ついて検討しておこう。第 3 表はドイツ対外直接投資の地域別構成である。 ドイツの投資が先
進国を中心にしていることは90年代でも変りはないが， 90-97年をみるとこの間 EU の比重がわ




第 3 表 ドイツ対外直接投資の地域別構成
1990 1997 1990 1997 
投資額(百万マルク) 構成比(%)
先進国 205, 053 460, 208 90.5 84. 6 
EU 121, 894 268, 031 53. 8 49.3 
ベルギー 14, 946 32, 615 6.6 6. 0 
フランス 21, 074 34, 755 9. 3 6. 4 
オランダ 14, 756 28, 903 6.5 5. 3 
スペイン 12, 937 16, 445 5. 7 3. 0 
イギリス 17, 578 58, 075 7. 8 10. 7 
アメリカ 53, 693 143, 819 23.7 26. 4 
日本 4, 562 9, 334 2. 0 1.7 
中東欧・移行期諸国 638 29, 413 o. 3 5.4 
発展途上国 20, 771 54, 283 9.2 10.0 
川ψ、丸L、i、 計 226, 462 543, 903 100.0 100.0 
出所) Deutsche Bundesbank, Kapitalverflechtung mit dem A山land， Mai 1994 & Jun. 1999. 
ずかに低下し，その分アメリカの比重が上昇している。 92年の EU 市場統合の完成前後までは，














に拡大してきていることである。 90-97年間に製造業の比重は 42% から 38%へ低下したのに対
して，金融・保険業とその他サービス業を合わせたサービス業全体の割合は，同期間に33%か
ら 59%へと 20ポイント以上もの増加になっている。この製造業の比重後退とサービス業の拡張
(12) “ Trends in International Capital Links between Enterprises from the End of 1995 to the 
End of 1997" , in M onthly Rゆort01 the Deutsche Bundesbank , J un. 1999 , p. 64 . 
(13) ドイツと中東欧との直接投資や貿易関係については，拙稿「冷戦以後のドイツと中東欧との経




1990 1997 1990 1997 
投資額(百万マルク) 構成比(%)
製造業 94.678 205. 726 41. 8 37. 2 
化学 35. 906 65. 965 15.9 12. 1 
機械 8.741 20.459 3. 9 3. 8 
自動車 12. 631 37. 208 5. 6 6. 8 
電機 16.370 28.218 7. 2 5. 2 
商業 47.676 84. 629 21. 1 15.6 
金融・保険 52.993 178.812 23.4 32. 9 
その他のサービス 2. 879 143. 130 10. 1 26. 3 
総 計 226.462 543. 903 10. 0 100.0 
出所)第 3表に同じ。
第 5表各地域別投資の産業構成 (単位: %) 
製造業 商業 金融・保険
1990 1997 1990 1997 1990 1997 
全世界 41. 8 37. 8 21. 1 15.6 19.4 32.7 
先進国 39.8 3. 7 2. 2 16.3 19.8 35. 9 
EU 36. 3 19. 5 2. 7 17.0 23.3 37.1 
アメリカ 48.1 39. 2 18.7 11. 9 15. 7 39. 7 
日本 45. 5 50. 9 49. 5 38. 6 n. a. 9. 5 
中東欧・移行期諸国 65.0 62.5 16. 1 12.5 n. a. 8. 9 














(14) Monthly Rゆort01 the Deuおche Bundesbank. 。ρ.cit. p.70. 
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第 6 表 ドイツ親会社投資の産業別構成と投資先産業別構成 0997年)
投資家産業構成 投資先産業別構成(%)
10億マルク % 製造業 商業 金融・保険 持株会社
製造業 237. 4 43. 6 60.6 17.0 16.3 4. 2 
化学 6. 3 12.2 76. 8 1. 6 3. 3 6. 6 
機械 23.5 4. 3 62.5 32. 9 O. 0 1.6 
自動車 67.5 12.4 35. 7 14.9 47.6 1. 1 
電機 37. 5 6. 9 76. 7 10.5 6. 1 4. 7 
商業 15.0 2. 8 14. 1 74.9 2. 9 1.6 
金融・保険 87. 5 16. 1 O. 0 94. 7 3. 1 
持株会社 165.5 30.4 3. 0 17.3 30. 2 10.9 
総計 543. 9 100.0 37. 8 15.6 32. 7 6. 5 






















(15) Tüselmann , Heinz-Josef , f!ρ. cit. , S. 293 . 






















結果を示したのが第 3 図であるが，ここでは「市場の開拓J ， r市場の確保」そして「市場の成
長J という市場要因が投資の最大の要因になっており， ドイツの対外投資企業にとって市場要









(17) Köddermann , Ralf & Markus Wilhelm , Umfang und Bestimmungsgr?de einflie.βender 
und ausflieβender Direktinvestitionen ausgewahlter lndustiel舅der-Entwicklungen und 
Pe1ψektiven ， ifo Institut 1996 , S .132. 
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出所) Koddermann, R. & M. Wilhelm, Umfang und Bestimungsgr?de einf/i~ρender und ausfli~βender 























10億マルク % 製造業 商業 金融・保険 持株会社
製造業 98. 6 36. 8 54.3 21. 3 16.0 6.8 
化学 21. 3 8. 0 67. 8 17.2 8. 0 5. 5 
機械 11. 1 4. 1 59. 3 36.4 3. 1 
自動車 26. 4 9.8 37. 7 17.6 41. 5 2. 6 
電機 15.3 5. 7 62.9 16.3 7. 9 
商業 8.2 3. 1 10. 1 78.8 3. 7 1.6 
金融・保険 46.1 17.2 92. 9 5. 1 
持株会社 97. 8 36. 5 25. 2 16.9 34.3 17. 1 
























(19) Deutsche Bundesbank , lGゅitalveゲlechtung mit dem Ausland, Jun. 1999. 
(20) Tüse1mann , Heinz-J osef , qρ. cit. , S. 297 . 
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第 8 表 アメリカにおけるドイツ親会社投資の産業別構成と投資先産業別構成 0997年)
投資家産業構成 投資先産業別構成(%)
10億マルク % 製造業 商業 金融・保険 持株会社
製造業 72. 9 50.7 59. 5 9. 4 28.6 1.3 
化学 25. 6 17.8 91. 8 2. 3 3. 4 
機械 6. 2 4. 3 64. 2 29. 7 
自動車 24. 9 17.3 11. 0 9. 2 79. 7 
電機 9. 2 6. 4 88.8 1.6 
商業 2. 5 1.8 4. 3 89.8 
金融・保険 24. 4 16.9 97.2 
持株会社 36. 7 25.5 32. 2 18.2 12. 3 o. 7 
総計 143.8 100.0 39. 2 11. 9 39. 7 1.7 
出所)第 6 表に同じ。



















の近隣 3 カ国へ集中している。この中東欧投資では製造業が中心で， しかもその大半は中東欧
の低賃金や安い輸送コストを投資誘因にしている。ドイツ系企業による中東欧での在外生産は，




























途上国投資では雇用喪失効果のある投資はコスト要因に基づく製造業投資のせいぜい 7 分の l
にすぎない。全体としてみると， 90年代のドイツ対外直接投資においてはコスト要因にもとづ
く投資による雇用の喪失効果は小さく， しかもコスト要因にもとづく投資自体が純投資のうち
のわずかな部分を占めるにすぎず，市場要因にもとづく投資が全体の 3 分の 2 と大きな割合を
占めているのである。また金融・保険などのサービス業投資の雇用効果については，間接的に
(22) Ibid. , S. 300. 
(23) ドイツの対外直接投資が輸出補完的か輸出代替的かの議論については，前掲 H. Tüselmann の
ほか， Hartrl , Hans-Hagen & Rolf J ungnickel , Struktuゆroblemeeiner reijen Volkswi地chaft


































(24) Tuselmann , Heinz-J osef , ~ρ. cit. , S.301. 
(25) Jungnickel Rolf ，。ρ. cit. , p .101. 
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ない。
ドイツ圏内で雇用の縮小が進んでいる主要な産業は衣料，皮革，電機の一部などの労働集約
産業であり，確かにこれら産業の直接投資をつうじた外国への生産の移転は，雇用が直接投資
によって外国へ移転されているようにみえる。しかしこれら産業の圏内雇用の縮小と在外雇用
の増大は直接的な関係をもたない。なぜならこれた労働集約的産業はすでに国際競争力を失い，
直接投資がなくても競争の結果として国内生産と国内雇用の縮小をよぎなくされたと考えられ
るからである。むしろ直接投資によってこれら産業の競争力がある程度カバーされて，それだ
け雇用の縮小の程度も小きくなっていると考えるべきで，直接投資がなければ，雇用はもっと
大幅に縮小していただ、ろう。
90年代におけるドイツ圏内の雇用問題の悪化は，直接投資の増大にその原因を求めることは
できないのであり，東西ドイツの統ーなどの他の圏内的・国際的要因に求めなければならない。
一方， ドイツの立地産業条件の悪化は対外直接投資増大のー要因になったといえるが，このこ
とが圏内生産の外国への移転を招いたとは，直ちにはいえない。 ドイツの立地産業条件の悪化
は，個々の企業にとっては外国企業との間での競争力の低下を意味するから，この競争力をカ
バーするために直接投資が進められるのであり，これは本国親会社の国際競争力ないし輸出競
争力を確保したり，その低下をカバーするために行われる。このような投資が最近のドイツ対
外直接投資増大の牽引力になっているサービス業投資であると理解すべきであろう。
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